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衆
議
院
議
員
山
井
和
則
君
提
出
国
家
公
務
員
の
天
下
り
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
、
六
及
び
七
に
つ
い
て

職
員
の
営
利
企
業
へ
の
再
就
職
（
以
下
単
に
「
営
利
企
業
へ
の
再
就
職
」
と
い
う
。
）
に
係
る
承
認
基
準
に
つ
い
て
は
、

「
公
務
員
制
度
改
革
大
綱
」
（
平
成
十
三
年
十
二
月
二
十
五
日
閣
議
決
定
）
に
基
づ
き
、
各
府
省
の
権
限
・
予
算
等
を
背
景

と
し
た
押
し
付
け
的
な
再
就
職
を
認
め
な
い
等
の
観
点
に
立
ち
、
真
に
個
人
の
能
力
を
活
用
し
て
行
わ
れ
る
再
就
職
を
阻
害

す
る
こ
と
の
な
い
よ
う
留
意
し
つ
つ
、
不
承
認
と
す
べ
き
権
限
・
予
算
関
係
を
明
確
に
列
挙
す
る
な
ど
、
厳
格
か
つ
明
確
な

基
準
と
し
て
定
め
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

承
認
基
準
の
内
容
や
承
認
案
件
に
係
る
公
表
の
実
施
方
法
に
つ
い
て
は
、
現
在
、
公
務
員
制
度
改
革
の
具
体
化
作
業
の
中

で
検
討
を
進
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
平
成
十
五
年
中
を
目
標
に
国
会
に
提
出
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
国
家
公
務
員
法
の

改
正
案
の
審
議
に
お
い
て
、
承
認
基
準
等
の
考
え
方
に
つ
い
て
も
御
説
明
申
し
上
げ
る
こ
と
に
な
る
と
考
え
て
い
る
。

二
に
つ
い
て

「
そ
の
年
の
天
下
り
希
望
人
数
の
多
寡
に
よ
っ
て
承
認
基
準
を
上
下
さ
せ
る
」
こ
と
に
よ
り
、
毎
年
の
営
利
企
業
へ
の
再

就
職
に
係
る
承
認
の
総
数
を
制
限
す
る
よ
う
な
こ
と
は
考
え
て
い
な
い
。

一



三
に
つ
い
て

御
指
摘
の
石
原
国
務
大
臣
の
答
弁
は
、
現
行
の
人
事
院
に
よ
る
営
利
企
業
へ
の
再
就
職
に
係
る
承
認
制
度
の
下
で
、
客
観

的
事
実
と
し
て
、
平
成
十
三
年
は
平
成
十
二
年
と
比
べ
て
承
認
件
数
が
増
え
た
こ
と
を
述
べ
た
も
の
で
あ
る
。

四
に
つ
い
て

平
成
十
四
年
十
一
月
十
一
日
及
び
十
一
月
十
三
日
衆
議
院
特
殊
法
人
等
改
革
に
関
す
る
特
別
委
員
会
に
お
け
る
福
田
内
閣

官
房
長
官
及
び
石
原
国
務
大
臣
の
営
利
企
業
へ
の
再
就
職
に
関
す
る
答
弁
は
、
内
閣
が
、
厳
格
か
つ
明
確
な
承
認
基
準
を
政

令
で
定
め
、
承
認
制
度
の
運
用
に
つ
い
て
必
要
な
総
合
調
整
を
行
う
と
と
も
に
、
各
府
省
の
大
臣
等
が
、
承
認
基
準
に
の
っ

と
っ
て
承
認
を
行
い
、
承
認
案
件
を
公
表
す
る
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
国
民
の
信
頼
を
確
保
し
得
る
ル
ー
ル
を
確
立
し
、
営
利

企
業
へ
の
再
就
職
の
適
正
化
に
取
り
組
む
趣
旨
を
述
べ
た
も
の
で
あ
る
。

五
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
「
有
効
な
手
だ
て
」
と
は
、
営
利
企
業
へ
の
再
就
職
の
適
正
化
に
向
け
た
有
効
な
方
策
と
い
う
趣
旨
で
述
べ
た

も
の
で
あ
る
。
政
府
と
し
て
は
、
具
体
的
に
は
、
（
一
）
内
閣
が
、
厳
格
か
つ
明
確
な
承
認
基
準
を
政
令
で
定
め
、
承
認
制

度
の
運
用
に
つ
い
て
必
要
な
総
合
調
整
を
行
い
、
（
二
）
各
府
省
の
大
臣
等
が
、
承
認
基
準
に
の
っ
と
っ
て
承
認
を
行
い
、

二



承
認
案
件
を
公
表
し
、
（
三
）
人
事
院
が
、
承
認
基
準
に
つ
い
て
の
意
見
の
申
出
及
び
承
認
事
務
の
実
施
状
況
に
つ
い
て
の

改
善
勧
告
を
行
う
、
（
四
）
さ
ら
に
、
新
た
に
再
就
職
後
の
行
為
規
制
を
設
け
、
違
反
行
為
に
対
し
て
は
罰
則
等
を
含
め
制

裁
措
置
の
導
入
を
図
る
な
ど
、
二
重
三
重
の
仕
組
み
を
採
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

八
に
つ
い
て

平
成
十
四
年
七
月
八
日
参
議
院
行
政
監
視
委
員
会
に
お
け
る
御
指
摘
の
答
弁
は
、
内
閣
が
厳
格
か
つ
明
確
な
承
認
基
準
を

定
め
、各
府
省
に
お
け
る
承
認
制
度
の
運
用
に
つ
い
て
必
要
な
総
合
調
整
を
行
う
と
い
う
趣
旨
を
申
し
上
げ
た
も
の
で
あ
り
、

「
公
務
員
制
度
改
革
大
綱
」
に
基
づ
く
政
府
の
方
針
を
変
更
し
た
も
の
で
は
な
い
。

九
に
つ
い
て

営
利
企
業
へ
の
再
就
職
に
つ
い
て
は
、
「
公
務
員
制
度
改
革
大
綱
」
に
基
づ
き
、
事
前
・
事
後
の
チ
ェ
ッ
ク
を
通
じ
て
総

合
的
に
適
正
化
を
図
る
仕
組
み
と
す
る
こ
と
が
、
国
民
の
信
頼
を
確
保
し
得
る
ル
ー
ル
を
確
立
す
る
こ
と
に
な
る
と
考
え
て

い
る
。

三


